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主 要な施策の成果



。 主要な施策の成果

地方自治法第 23 3条第 4項の規定に基づき、昭和 48年度日野市一般会計および各特別会計に

おげる主要な施策の成果について報告します。

昭和 49年 11月

日野市長森田 喜美男
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主要な施策の成果

総括

昭和 48年度は

o生活環境の整備 と公害対策

。社会福祉の向上

o教育文化施策の整備拡充

o土木事業 と都市計画事業の推進

以上を柱と して、 次の施策について重点的に行方:っ た。

1 生活環境の整備と公害対策

昭和 47年度から の継続事業であった酸化処理方式による 50 K1/日

し尿処理施設の増設が完成し、とれにより既設のものと合せ 1日191K1 

の処理が可能とをった。

また、どみ焼却施設のじん芥壕前プラットホームに上屋固いをし投入時

の粉じん四散と 臭気拡散を防止するをど一般廃棄物処理施設の整備につ

とめた。

緑の保護育成と して、 補助金を交付し樹林及び樹木の登録を受けた。ま

た百木の市民配布、さらに圃場を設置して苗木を育成し公共施設や市民

配布にそ左える在ど緑化の推進をはかった。

公害対策指導では、 市内主要 25工場の排水検査を行在い規制j基準を越

えるものについて改善勧告を提出し公害防止につとめた。

2 社会福祉の向上

あさひがおか保育園の新設及びみさわ保育園の増築を行をい、措置児

の収容力の増強につとめ、また中央公民館前にひの児童館の新設及び児

童遊園 5ケ所を新設するをど児童福祉施設の整備拡充をはかった。

老人、乳児に対する医療補助、心身障害者福祉手当、老人福祉手当、健

康管理手当の支給、ま た本年度新規施策として生活つをぎ資金の貸付を

ど社会福祉施策を重点的促進め住民福祉の向上につとめた。

3 教育文化施設の整備拡充

第七小学校の新設をはじめ、第二小、第六小、百草台小、高幡台小学

校の増築、第七小、 高幡台小学校の屋内運動場建設を行在っ た。また滴

'徳小学校のマンモス化を解消するため、南平小学校用地を地主の協力を

得て取得するをど人口急増に対処するため教育施設の整備拡充をはかっ

た。また第 5幼稚園を三沢地内に新設 し、地域格差の是正と幼児教育の

充実につとめた 。

4 土木事業と都市計画事業の推進

多摩平幹線 1号線の舗装新設、市道程久保 2号線の側溝新設、南平地

内オ強改修をど一般市道網及び用排水路の整備拡充につとめた。

また 5ヶ年計画で施行していた駒形公園が完成し市民の憩の場として提

供されるとととを った。区画整理事業については、 前年に引き続き平山

台、神明上、四ツ谷下の三区画整理事業の推進につとめた。



交通安全対策事業について信、多摩平幹線 1号、 12号線の歩道設置を

はじめ、盲人、身体障害者、老人対策として-、歩道に改良を加えるをど

交通事故の減少に努力した。

その他、防火水槽の設置、消防自動車の購入による消防力の強化、商工

振興、カドミ対策、農業用水路の整備等につとめた。
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歩道設置(多摩平幹線 2号線) 苗木の市民配布

歩道・ガードレール設置(豊田 93号線)

‘ 
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事業 名 事業 の 概要 果

交 通 安全 対策事業|交通安全施設整備

歩道設置 2.096m 

防護 柵 設置 683m 

標識設'置 4特

区画線設置 2.50 Om 

道路反射鏡設置 1 9基

歩道の段差改良 41術庁

盲人対策(歩道)

事業費
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財源内訳

成

多摩平幹線 1号、 12号線の歩道設置工事をはじめ、危険 と思われ

る個所に防護柵、 道路反射鏡、区画線等を設置 し、 交通事故の減少に

都補助金 23，032，498 つと めた。特に本年度新 しく 盲人対策 として歩道面の改良友び身体障

一般財源 1ス180，002 I害者、老人、 乳母車等の道路利用の利便のために、歩道の段差改良を

おζ在った。

都市交通災害共済組合加入

対象者

小 ・中学校児童生徒

1 4，81 8人

7 0歳以上老人 3，102.人

生活保護者 572人

4，801，250 I 小・ 中学校児童生徒及び 70歳以上の老人並びに生活保護者を対象

U亡者都市交通共済組合に全額市負担により加入し交通災害にそをえた。

民間幼児教育対策事業 |民間幼児教育施設在園児保

護者負担軽減補助

対象人員

私立幼稚歯児 2，4 71人

未認可幼稚園児 1 52人

私立保育園児 1 53人

60，700，000 私立幼稚園 ・私立保育園並びに本年度あらたに未認可幼稚歯を加え、

ζれら園児の保護者に対 し、 使用料、措置費の一部を補助すると とに

より 、公立との格差を是正 し保護者の負担を軽減する ととに より幼児

教育の振興につとめた。

一J
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事 業 名 事 公ラ1鈴て の 概 要 事 業 費 成 果

私立幼稚園就閤奨励費 1，255，000円 より多くの幼児が幼稚園教育を受けられるように、個人所得を基準

対象人員 11 7人 とし補助金を交付して幼稚園の就薗奨励につとめた。

公 霊E3Z 対 策 事 業 公害監視 23ヌ000 主要 25工場のうち、排水検査の結果 11工場が規制基準を越えた

. た珍、改善勧告を提出し、処理装置の設置等を指導し、公害防止につ

とめた。

環境測定として、市内における主在地点の交通量、一酸化炭素 BOD

. ss、PH等を定期的に測定し、大気及び水質の汚染度を把握し、特に水
質においては、公害発生源の追求までま?とをつた。

， 

緑 イヒ 事 業 樹木の登録 2，072，700 樹林 62ケ所 33 6.8 32m2、樹木 52ケ所 17 7本の登録を得で

J 補助金を交付し、緑地F 保全をはかった。

t 
苗木の配布 緑化の推進として、クルメツツジ、ピラカンサス等 7種類の苗木

6，6 8 6本を市内ニケ所で配布し、好評を得た。

闘場の設置 箇場を設澄し、苗木を廉価で購入し育成後に配布する ζとにより 経

費の節減をはか丹た。

編 さ ん 1 2，01 2，494 市史編さんは 2年度目の事業 として、日野市の古代からの史実調査

の為市内遺跡の発掘Nび所蔵家が保存 している古文書の調査を実施す

るとともに、市の発展を知るための貴重宏文書をマイクロフィルムに撮

影記録した。遺跡の発掘調査については、神明上遺跡群第 4次発堀誠

査を実施し、古文書調査においては、調査した所蔵家の数 23戸8，056

点の古文書を調査 し目録を作成する。また古文書のマイクロフィルム撮

影は 35巻(1巻 600コマ)を記録した。
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事 業 名 事業 の 概 要 事 当フkEEf 費 成 果

市制 10周年記念事業 市政功労者の表彰 三205，715円 市政に尽力された方のうち、 54名を表彰し、その労に感謝した。

記念事業 記念事業としては、記念論文・作文の募集をし、小・中学生・一般よ

刊行物の発行 り358件と多数の応募をいただき、 49年度で編集する予定です。

市の木、市の花の選定(f(ついては、一般からの応募により市の木治

「かしJ、市の花は「きく」と決まりました。

幼・保育園児、小・中学生に記念品を贈り、また「日野市政白書」

「私たちのまち日野J Iグラフで見た日野」の発行、写真展、その他

各種体育大会が市制 10周年記念として盛大に行左われた。

ーもー



民 生 費

， 



ひの児童館

第二日野万地区センター 宮地区センター
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あさひがおか保育園

小高台児童遊園一 百草台児童遊園
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社会福祉対策事業 1:地区センタ ーの建設 円nu 
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成 果 l

建設しj
地域住民の交流、自治会、老人クラブ、子供会等の集いの場所を設置 |

し、地域住民の福祉向上をはかった。

事 業名 事業 の 概要 事 業 費

生活つをぎ資金の貸付 I 1， 9 7 8，0 0 0 I 本・年度新規事業 として、日野市生活つ在ぎ資金貸付条例 (原和48年

貸付件数 49f牛I I 7月23日条例第 22号 )を節度化 し、一時的に生活資金の必要性を

生じた市民に対 し、 資金を貸付け市民の生活水準の確保に寄与した。

マイクロパスの購入 2，1 80，000 身体障害者、老人クラ ブ及び福祉団体等の送迎使用を目的とし、 身

体障害児の希撃の家への送迎、老人ク ラブ及び福祉団体等の研修親睦

旅行への使用により老人の生きがいと教養の増進に寄与 している。

社会福祉法人並びに 4，71 0，000 I 社会福祉事業法陀基づき、市民を対象 とした社会福税事業を経営す

る社会福祉法人並びに福祉を目的とした福利厚生自体に対し、資金の |

i 助成をするとと によって、社会福祉の増進各団休の育成をお かった。 I

2，90ス000 I 地域福祉センターは、地域住民の生活上の諸問題の解決、住民の白 i

主的を福祉活動の助長等地域住民の福祉増進をはかる目的で設計委託

を行在った。

団体助成

ト一一一- 一 一 一一一. 

心身障害者福祉対策事業|身体障害者福祉手当

精神薄弱者福祉手当

1 2，1 9 4，0 0 0 I 1級から 4級の身体障害者及び 11支か ら4度の精神薄弱者を保護養

1，324，500 I育している者に心身障害者福祉手当を支給し、障害者の福祉の増進に

つとめた。

一 守一



事 業 名 事 業 の 概 要 事 業費 成

老人福祉対策事業 臥床老人見舞金 705.000円 6 5歳以上で 3ヶ月以上居宅にねたきり

対象者 1 4↑人

老人相談電話設置及び福祉 2，104，581 老人相談電話の設置及び福祉電話の貸与

電話貸与 の孤独を7なぐさめ、各種相談に応じ、安否

相談電話 1台 係機関の協力を得て各種のサービスを提供

福祉電話 1 9"台

友愛訪問員の派遣 864，000 地域民間篤志家がひとり暮し老人及び老人のみの家庭を訪

訪問員 1 4人

老人医療 82，1 00，804 近年老令人口の著 しい増大と、社会意識の変化により、老

対象者 21，952人 社会の関心を高めその施策として老人医療費を支給し適正を医療の確

看護料差額助成費 304，7 4 0 保と健康保持並びに生活の安定につとめた。

対象者 8人

」
老人福祉手当 8，633，000 6 5歳以上の老人で身体上叉は精神上の障害のため、日常生活に著

対象者 196人 しい支障のある、ねたきり 老人に対し老人福祉手当を支給し、老人の

福祉増進につとめた。

敬 老 金 1 0，61 6，000 多年にわたり、社会の進展に寄与してきた老人へ長寿の祝金として、

対象者 2，6 70人 市内在住 1年以上の対象者に支給し敬老精神の高揚につとめた。
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事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

健康管理手当 1 6，071.500円 7 0歳以上の老人に健康管理手当を支給し、健康管理の向上と福祉

前期対象者 2，691人 の増進につとめた。

ス900，500円

後期対象者 2β38人

8，1 71， 000円

敬 老 会 2，920，192 老人を敏い老人福祉に関する市民の理解と関心を深めるために、 1

会場午前と午後に分け、 2，2 6 2名の参加者を集め盛大に開催した。

老人クラブ 3，966，480 地域の老人が老後の生活を健全で明るいものにするため自主的に組

クラプ数 21 織し、クラブ活動を通じて老人福祉の増進につとめた。

会員数 1，869人

児議福 祉対策事業 あさひがおか保育園新設 45，2 65，0 00 多摩平地域内の要措置児童の保留解消と 同時に旭ケ丘の区画整理完

鉄筋 コンクリート 2階建 財源内訳 成に伴¥;:1人口増加も 見込まれる中で、 姿捲寵児設の収容、 保護をはか

478，4 24m2 国庫支出金
[った 一一一一一1 6，529，000 

都支出金
の実現をはかった c

1 5，345，000 

地方 債
8，000，000 

一般財源
5，391，000 

-11-



事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

みさわ保育園増築 財源内訳 1 3，870，000 円 との増築により定員が 10 5名とをった。

鉄筋コンクリート 1部 1陪 都支出金 6，870，000 ニ沢地域内の人口増加に伴い、要措置児童の収容保育をはかった。

1部 2階 1 9ス50m2 地方債ス000，000

ひの児童館新設 36，320，000 遊び場不足に悩む児童に健全左遊び場を与え、児童の健康増進をは

鉄筋コンクリート 2階建 財源内訳 かり、 情操豊かに育成するために設置 じた。

41呪54m2 都支出金 14211，000 . 
地方債 8，900，000

一般財源 13，209，000 

小高田児童遊園 217m< 5，920，000 都市化の影響による遊び場不足解消のため、本年も 5ケ所に児童遊

万願寺 1/ 1，060m
2 
財源内訳 匿を設置 し、安全を遊び場確保をはかっ た。

百草台 11 216m" 都支出金 2，1 86，000 

一般財源三734，000

乳児(0才)医療費助成 ↑0，4 29，01 2 乳児医療費の一部を助成するととにより、乳児の健康向上をはかる

ととも に保護者の医療費負担の軽減をはかった。

生活保護者福祉対策事業 法外援護 6，1 33，970 。生活保護家庭及び医療扶助を受け入院している患者に対し、盆暮U亡

生活保護世帯 473世帯 見舞金、衣類 、食料品を贈り 慰問 した。

小学生 99 j¥ 。生活保護家庭の小・中学生は一般の学童に比べ外出の機会が少左いの

中学生 41人
で、 ζれら小・中学生を対象に、サマーランドヘ慰安旅行を実施 した。

入院者 212人
。洗剤等の高騰並びに品不足代対処するため、生活保護家庭及び福祉

施設に対し、洗剤・石けんの無料配布を行をい生活の安定と福祉増進
7月1日現在

につとめた。

-12-
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事 業 名 事 業 の 断2 要 事 業 費 成 果

防 対 策事 業 予防接種 11，450，800円 予防接種法に基づ く定期接種該当者Uては、 保護者宛の個人選知を行

種 痕 在うと共Uて、 一般住民に対しては、広報で周知し、接種率の向上をは

百 ・ジフ・破(二種混合) かり、 伝染病予防に努力した。ま た、 乳幼児 ・学童に対しては、イン

ジフテリア フルエンザ、日本脳炎の予防接種を、 各幼・保育園及び学校で実施 し、

急性灰白髄炎 疫病の蔓延防止に努力 した。

日本脳炎 フまま示、予防接種業務は、医師会の全面的協力で円滑に実施でき 介。

インフルエンザ

「

健康管理 4，733，200 一般住民検診として、心臓病検診、結核検診、子宮ガン検診、胃ガ

ン検診を日頃検診機会の少左iρ、主 として家庭の主婦等を対象U亡、 病

気の早期発見を目的 として実施した。

また、乳幼児検診 として、新生児訪問指導、乳幼児健康診査、血液

型検査を実施した。

休日救急医療 5，844，000 市民の健康管理の充実をはかるため、休祭日診療体制を確保 し、 急

患テレフ ォンセンタ ーとの適切な連携による効果的左途用がな され多

くの市民から感謝された。

_..-

環境 衛 生 事 業 そ族昆虫駆除 ス968，500 市内全世帯を対象1/C6月に衛生害虫駆除薬剤として、 乳剤を、また

1 1月にはねずみ駆除薬剤を配布 した。

消毒作業としては、公共用地、倶IJ海等発生源を対象として、各自治会

衛生支部長の指導のもと に実施 した。
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事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

じん芥処理 事業 どみ焼却施設プラットホー 1 0，950，000円 どみ焼却施設じん芥壕前プラッ トホーム上崖固い工事を施行し、ど

ム上屋工事 み投入時の粉じん四散と、臭気拡散の防止をはかるとともに作業条件

の向上を行在った。

し 尿 処 理 事 業 し尿浄化槽清掃経費 3，033，800 一般家庭のし尿浄化槽清掃経費の住民負担を一部軽減するととによ

軽減措置 り、浄化槽忙対する認識を高め維持管理の適正念推進がはかられた。

5 0μ/日し尿処理施設 76，000，000 4 7、48年度の継続事業と して、 酸化処理方式による処理施設の

増設工事 財源内訳 増設を行をv玉、本年度完成した。とれにより、日量 19 1 K.iの処理能

国庫支出金16，529，000 力が整備された。

都支出金21，000，000

地 方 イ責38，000，000

一 般財源 471，000 

湿式脱硫器改良工事 2ヱ90，000 一時としてー装一一一同つ|
た。
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労働費



事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

労働金 庫預 託金 1 0，000，000円 労働者の団体が行宏う福利共済活動のために金融の円滑をはかり、

その健全念発達を促進するため前年度より5，0 0 0， 0 0 0円増精 した。

. 

， 
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農業費



事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

昭和 48年産米貿土地域 経営改善事業 2β6ス407円 カドミウム汚染の発生にともをい、昭和 45年産米買上地域が指定

農家特別対策事業 84戸 1 55，8 6 8m~ され、昭和 46年度から 5ヶ年継続の農家特別対策事業が推進され、

推進協議会事業 本年度においては、カドミウム汚染地区関係農家 84戸(水田16ha) 

構成 35名 に対し経営改善等をおとを った。

用水路維持管理 2，99矢903 生活排水及び雨水の排水路と化している現在の農業用水路の管理が

農業者の手にゆだねられていると ζろから、市内 8用水組合に対し、

資材費借上料、労務費を対象として補助金を交付し農業用水路の整備

につとめた。

、ー一

一
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商工費



、ー

事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

商工振興対策事業 小口事業資金貸付 引500，000
円
市内に居住 して商工業を営む中小企業者の事業を育成し、振興せし

めるため小口事業資金の融資のあっせんを実施 した。本年度は特に R

C， 13，及び水銀等の汚染による影響で日野市魚介類関連対策特別措置に

芯とづきミ'市内関連業者へ特別融資を特定金融機関並びに東京信用保

証協会の協力を得て実施した。

商工組合中央金庫預託金 1 5，000，000 中小企業等協同組合その他、 主 として中小企業の事業者を構成員と

する団体内金融め円滑をはかえ5ーもので、前年度より 8，0 0 0， iO -~~均四

増額した。
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土 オミ 費



駒形公園
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事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

道 路 整 備 事 業 道路補修事業 5，024，000 円 市道豊田 34号線道路改修、多摩平幹線 2号線イ也 59路線舗装新設、

補助 12号線他 5件 上屋敷 17号線他 14路線側溝新設をはじめ市道の整備を実施した。

舗装補修事業 1 6.7 00，000 

多摩平幹線 2号線他 5件

側溝補修事業 4，942，000 

上屋敷 17号線他 6件

道路改修事業 2ヱ5引061

市道豊田 34号線他

舗装新設事業 5矢405，000

市道多摩平幹線 1号線

他 10件

側溝新設事業 25.4 9ス000

市道程久保 2号線他 5・件

水路 維持補 修 事 業 南平 8号地内水路改修 54，1 6ス000 都市化とともに各所における宅地造成等によって流出した土砂凌諜、

他 19件 財源内訳 大雨時において田畑の冠水、家屋等の浸水による災害防止と、水門の

地方債 8，000，000 整備につとめた。

一般財源 46，16ス000

日 野 都市 計 画 21，495，000 駒形公園は日野市が国及び都の補助事業 として、築造した初めての

駒 形 ノ斗:去、、 島I 工 事
財源内訳 都市計幽公園 であり、 4(;、 47年度で土盛、護岸工事等を行い、
国庫支出金 6，000，000

4 8年度で内部の各施設を整備し完成をみた。 ζれにより市民の憩の都支出金 6，000，000

地 方 債 6，000，000 場として提供されるとととなった。

一般財源 3.49 5，0 0 0 
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j肖 防費
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事 業 名 事 -業 の 概 要 事 業 費 成 果

震 災 対 策事 業 消火器配備 ↑，990，000 
円
東京都震災予防条例の制定により、 震災対策用として、消火器を 3

地域配備 ¥ 年計画で市内全域に設置しており、本年度は 2年目で 194本の消火

器を設置し、非常時の災害にそをえた。

消防施設整備 事 業 防火水槽設置 1 2220，000 柳町公圏内に防火水槽を新設すると共に市内各所に消火栓を設置し、

容量 40 m
3 

1基 財源内訳 消防自動車は 3分団 1部と 5介団 2部に配車した。 ζれにより全分団

消防自動車購入 2台 国庫支出金 1，0 60，000 に 1台づつの配車を完了し、消防力の強化につとめた。

消火栓設置 4対国所 地方 債 3，000，000

一般財源 8，160，000 

. 
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教育費



第七小学校

校舎

プール 屋内運動場
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高幡台小学校増築 第二小学校増築

百草台小学校増築 第六小学校増築
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第五幼稚園 高幡台小学校屋内運動場

第四中学校プール 防球柵(七生中学校)
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事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

学 校 建 設 事 業 第二小学校増築 53，040，000円 集団住宅等による人口増にともをい児童生徒数の増加が著しく、と

鉄筋コンクリート 879m
2 
財源内訳 れら社会増に対処するため第 7小学校の新築を始め、 4校の増築を行

国庫支出命只059，000 フないプレハプ解消大規模校の解消に努力し教育施設の整備充実にっと

都支出金矢263，000 めた。

地 方 債
23，100，000 

一般財源 1，618，000

第六小学校増築 92，749，000 

鉄筋コンクリート 1，324，i 財源内訳
国庫支出金

2ス728，000

都支出金 6，884，000

地 方 債
34，4 0 0，000 

一般財源
23，73ス000

百草台小学校増築 72，7 49，0 00 

鉄筋コンクリート 915m
2 
財源内訳

国庫支出金
1呪76ス000

都支出金
1 221 0，000 

地 方
債34，4 0 0，0 00 

一般財 源 6，372ρ00
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事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

高幡台小学校増築 1 1 1，6 8 0，0 0 0円

鉄筋コンクリート 1，447m
2 

財源内訳

国庫支出金
52，320，000 

都支出金 8，669，000

地 方 債
3ス600，，00 0 

一般財源
1 3，091，000 

高幡台小学校増築(公団買収) 23，360，000 

鉄筋コンクリート 506m
2 
財源内訳

国庫支出金
1 5，51 6，000 

地 方 イ責 5，800，000 

一般財源 2，044，000

第七小学校新設 1 6 9，8 0 0，0 0 0 

鉄筋コンクリード 2，966m
2 
財源内訳

国庫支出金
79，058，000 

都支出金
1 4，4 9ス000

地 方
債63，700，000 

一般財源
1 2，545，000 
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事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

屋内 運 動 場建設事業 高幡台小学校 33，624，000円 冬期及び雨天の 日にも体育教育が計画的に行うととが出来、教育内

鉄骨 751 m2 財源内訳 容の充実 と教育施設の整備をはかった。

国庫支出金 3，43 5，0 0 0 

都 支 出金 5，18ス000

地 方 債 6，900，000

一 般財源
18，102;000 

第七小学校 36，64ス000

鉄骨 736m2 財源内訳

国庫支出金 8，439，000

都 支 出金
11，7 5 3，000 

地 方 債 6，300，000

一般財源
1 0，1 55，000 

幼稚園建設事業 第 5幼稚園 5引025，000 幼児教育の振興をはかり地域格差の不均衡を是正するため、二沢地

n 鉄骨 426m2 財源内訳 区に新設 し教育施設の充実につとめた。

国庫支出金 5，15ス000

都 支 出 金
30，000，000 

一般財源 三868，000
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事業名 事業の概要 事業費 成 果

， 円E

学校用地平得事業 l南平小学校用地 | 別抗日o' ~ I 人口急増仰をう児童数の増加による潤徳小学校のマンモス化を解
2 6，535m

2 I 財源内訳 |消するために南平小学校用地として買収した。

国庫支出金
1 0，4 6ス000

都支出金
8 5 9，5 6 6，5 0 0 

地方債
5 1 2，0 0 0，0 0 0 

一般財源
31ス080

プール建設事業|第七小学校プール 22，181，000 

25mx11m 財源内訳

都支出金
1 3，200，000 

一般財源 8，981，000

第四中学校プール 21，71 5，000 

25mx11m 財源内訳

都支出金
1 3，500，000 

一般財源 8，215，000 

第四小学校プール循環装置 4，785，000 

取付 | 財源内訳
都支出金 2，100，000 

一般財源 2，685，000

-30ー

第七小学校については新設校であり、開校と同時に屋内運動場とプ

ールが使用できるよう体育教育の充実と教育施設の整備をはかった。

またプール循環装置の取付については、本年度 5校分を行い、未取

付は 5校と?なり、とれも来年度で取付予定をしています。とれにより

衛生面や経費の節減をはかった。

一



事 業 名 事 業 の 概 要 事
業費 J 成 果

第六小学校プール循環装置 4，575，000 

取付 財源内訳

都支出金 2，100，000 

般財源 2，475，000 

:1潤徳小学校 " ろ，72 5，0 00 

財源内訳

都支出金 2，100，000 

般財源1，625，000

第一中学校 11 5，670，000 

財源内訊

都 支 出金 2，100，000 

般財源三570，000

第二中学校 11 4，4 0 4，0 0 0 

財源内訳

都支出金 2，100，000 

一般財 源 2，304，000
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事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

学 学校開放の促進
円
市立小中学校の校庭・プール・中学校の体育館の全校開放に努めー校 関 放 事 業 2;649，300 

般・幼児・生徒・成入者にいたるまで一般市民の利用に供し、開放校

には管理員を完全に配置し、管理体制jの確立、各種スポーツ教室の実

施U亡努め、初心者の底辺拡大と地域スポーツの振興を促進し学校開放

の充実をはか司た。

防球柵施設 2，2 0 0，0 0 0 学校施設の積極的を開放で球技利用が増加し学校周囲の一般住宅条

件整備のため、七生中学校に防球柵施設を設置した。

ー一

学 校 給 食 事 業 小学校給食 5，1 36，31 5 小学校給食は児童の心身ともに健全な発達を促進する上で重要を教

育的価値をもつものであり、特に完全給食を実施しているをかで 9月

以降の給食費増額に合せミルク代として一部市費負担を行をい保護者

負担の軽減をはかった。また衛生的観点から給食用児童白衣の洗た〈

代を市費負担とし学校給食の充実をはかった。

入 学 記 ρ，己、、 ロロロ 2，958，800 本年度新しい施策として小学校?年生に算数セット、中学 1年生に

英和辞典を入学記念品として贈った。異状念物価高とうによって父母

がζ うむる入学支度等のやむを得をい負担増加の軽減にも役だ、てると

とをはかった。

円
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事 業 名 事 業 の 概 要 事 業 費 成 果

通 学 費 の 補 助 984，935円 学校が遠く電車 ・パスを利用 しをければをらをい児童 ・生徒に少し

でも負担を軽減 しようという目的で交通費の補助桁をうものであ り| 
新施策として好評である。

対象児童生徒

学 校 名 申 三白ヨ日目 者 数

一 8 3人
主詮

校 潤徳小 461人
/ 

中 一 中 2 6人
学

校 七生中 380人

計 950人

社 会教 エ目白 事 業 成人講座 450，000 一般市民の学習機会として、自然 と公害、私たちの生活と文化財、

手工芸、書道教室等を年間計画の中で開設 し、将来の公民館事業へ布

石とをった。

文 化 祭 800，000 市制 10周年記念第 11回市民文化祭を 1↑月 5日(文化の日)を

中心に開催、吹奏楽、演劇などの初参加をまじえ実に 21種目におよ

び、出品出演者は 2，50 0名を数えた。

ス叫スu



事 業 名 事業 の 概 要 事 業 費 成 果

家庭教育 3，760，000 
円
親自身も学ぶ家族ぐるみむ家庭教育を基本方針にして家庭教育通信

家庭教育通信 地域どとのスクーリングを行った。また親と学校と子供のコミュニケ

家庭教育学級 l ーションを深めるためと親の生涯教育というととも含めて家庭教育学

家庭教育講座 級を各小中学校に開設した。情報が多様化するをかで核家族的在意識

家庭教育相談 によりかえって閉鎖的にをる親達のために家庭教育相談日を設け一人

で悩む親の解消につとめている。
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国民健康保険特別会計



事業名 事業の概要

国民健康保険特別会計|国民健康保険診療制哨求

明細書の処理を電4算略委託

事業費 成 果

三700，000円| 診療報酬請求書の処理はきわめて膨大であり、しかも複雑で短期間

に処理しをければなら在いが、電算の導入によりとれら事務を正確か

っ迅速に処理したうえ約 6，9 1 7千円の不当、不正利得等の発見が出来

さらに電算による被保険者証の更新事務をも行い、平常事務を圧迫す

るとと左〈処理され大きな効果をあげた。
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都市計画事業特別会計



事業名 事業 の概要

神明上区画整理事業|施行面積

四ツ谷下土地区画 l

整理事業

平山台土地区画整理事業

〆
/ 

1，332，57呪37m2

1 49，91 2，690，/ 11 

1，281，958.38m2 

事業費 成 果

2 8 6，4 2 1， 1 38円| 工事は 22件行をい区画街路(巾員 4---12m)を延長 4，1 3 O. 6m 

25，1 45，332 

11 3，88ス049

-36ー

都市計画道路(巾員 16m)を延長 1ス6m築造した。整地工事は

2ミ345m2を施工 した。(計画街路延長に対する累計完成率は約

8 9 % )補償事業は 58 8件行をい、そのうち家屋は 8 9棟移転した。

(計画移転棟数に対する累計完了率は約 56 % ) 

工事は 8件行左い区画街路(巾員 4m )を延長 61. 2 m築造 した外

事業の最終年度 として都市計画道路 2.2. 1 1の街路樹植栽工事、築造

済街路の舗装、側溝補償事業は 10件行在 った。

当事業により 完成 した諸公共施設を引継ぐため6整備工事を中心と
して 7件の工事を行ない、 地区内全域のU字溝に蓋掛工事を施工 した

ほか、暗渠改修工事等を施工した。補償事業は換地清算に伴う漬地補

償 した。



財政状況の資料



昭和 4 B 年度 各会計決算総括表

歳入表

予 算 額 決 算 額

継続費
前年 度 から繰越

及 び 別途積立
会計 別

当初予算額
繰 越 他会計 市債元金 計

補 正 事業費 計 純歳入
継続費 歳入歳出 財産繰入
及び繰越 並 び K

繰 越 事業 費
計

から繰入 借替収入 (総歳入)予算額計 財 源 繰越財源
差引残金 運 用

充当額

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

一般会計 8，36 4，04 3，0 0 0 。8，364，043，000 ス460，184，349 。1 3 3，73 2，0 6 2 1 33，732，062 。 01828，100，000 8，422，01 6，411 

国民健康保険

5 2 8，7 9 4，0 0 0 。528，794，000 4 7 0，0 9 6，28 5 。34，600，571 34，600，571 1 6，873，000 。 。521，569，856 
特 別 会計

吾

都市計画事業

645，64ス000 。645，64ス000 1 2 3，5 6 8，51 5 。3 2 0，9 7 3，5 09 3 2 0，9 7 3，5 0 9 2 0 1， 4 3 6，0 0 0 。 。6 4 5，9 7 8，0 2 4 
特別 会 計

下水道事業

61，306，000 。 61，306，000 13，540，147 。 6，205，272 6，205ヱ72 41，19ス000 。 。 60，942，41 9 
特別 会計

ーも7ー



昭和 4 8 年度 各会計決算総括表

歳出表

予 算 額 決 算 額 差額(不用額)

会計別 当初予算額 継続費及び 継続費及び 他 A二EZh 計 5JU 途 翌年度 前年度 計 継続費

補 正 繰越事業費 計 純歳出 繰越事業費 積立財源 .;-...、 不用額 及 び

予算額計 繰 越 額 執 fラ 額 "̂' 繰 出 へ繰入 繰越額 繰上充用 (総歳出)
事繰業費越

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

一般会計 8，36 4，0 4 3，0 0 0 。8，364ρ43，000 ス629，866，931 。468;;84，000 80，91 5588 。 。8，1 7矢366，519 1 8 4，6 7 6，4 81 。
. 

国民健康保険

5 2 8，7 9 40 0 0 。5 28，79 4，0 0 0 4 8 6，5 7 0，0 37 。 。 。 。 。486570，037 42，2 2 3，963 。
特別会計

部情個事業

645，64ス000 。64 5，6 4 7， 00 0 5 4 8，6 1 1，4 1 2 。 。 。 。 。54 8，61 1， 4 1 2 9ス035，588 。
特別会計

下水道事業

61，306，000 。 61，306，000 60，301，1 61 。 。 。 。 。60，301，1 61 1，004β39 。
特別会計
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決算状況〈普通会計〉昭和48年度
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3，80 o，5 86 

1矢922

7 5，1 21 

21 3，0 36 

6，708 

2ス833
90，045 

920，765 

1， 6 40，1 44 

26，467 

1 1 2，6 53 

8，000 

454，706 

636，472 

828，1 00 

入
(款)

市 税

地方譲与税

自動車取得税交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担 金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

都支出金

財産収 入

寄付金

繰入金

繰越金

諸収入

地方債

歳

y 
都支出金

1 8.5% 

1 0.4必

/ 
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3虫696
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巾 耕 の 徴 収 雪三 績
(単位・千円)

77予とご 調 定 済 額 収 入 済 額 徴 収 率 (l}iも〕

現年課税分 滞納繰越分 よに』1 言十 現年課税⑤分 滞納繰越各 メ口』

事3×100 一番X 100 e{Gj ×100 前年同好((;， ③ ⑮ 0- 徴収率~1r.) 
一 主E立ヨ 通 税 3，544，520 46，427 3，590，947 3，4 8 7，540 29，734 3，51 7，274 98.3 64.0 97.9 98.3 

1 法定普通税 3，544，520 46，427 3，590.947 3.4 87.540 29.734 3.51 7.274 91L3 64.0 9マ9 9只1

: (1)市町村 民税 1，927.730 3 5，787 1.96 3，5 1 7 1，887，1 02 22，906 1.910，008 97.8. 64.0 97.2 97.5 

(ア)個人均等割 1 5，752 385 16，137 1 5，381 244 1 5，625 97.6 63.3 96.8 89.3 

(イ)所 三職塁所一 割 1.368，707 33，266 1，401.973 1，336，554 20，951 1，357，505 97.6 62.9 96.8 97.1 
上記のうち退 得分 6，378 6，378 6，378 6，378 100.0 100.0 60.1 

(ウ)法人均等割 2，738 11 2，749 2，698 9 2，707 98.5 81.8 98.4 99.3 

(エ)法人 税割 540，533 2，125 542，658 532，4 6 9 1，702 534，1 71 98.5 80.0 98.4 99.4 

(2)固定資産税 1，27 7，130 8，284 1，285，414 1，262，129 5，878 1，268，007 98.8 70.9 98.6 99.1 
(ア)純固定資産税 1，221.257 8，284 1，229，541 1，206，256 5，878 1.212，134 98.7 70.9 98.5 94.1 

( i )土 地 416，924 2，828 419，752 411.802 2，006 413，808 98.7 70.9 98.5 98.9 

( ii )家 屋 420，901 2，855 423，756 41 5，730 2，025 41 7，755 98.7 70.9 98.5 98.9 

(iii)償却資産 383，432 2，601 386，033 378，724 1，847 380，571 98.7 71.0 98.5 99.3 

(イ)列強・納付金 5 5，873 55，873 55，873 55，873 100.0 . 100.0 100.0 

( i )交 付 金 20，726 20，726 20，726 20，726 100.0 100.0 100.0 

( ii )納 付 金 3 5，147 3 5，147 35，147 31::..147 100.0 100.0 100.0 

(3)軽自 動車税 1 7，327 2，356 19，683 1 5，976 950 16，926 92.2 40.3 85.9 88.4 

(4)市町村たばこ消費税 182，605 182，605 182，605 182，605 100.0 100.0 100.0 

(5)電 気ガス税 136，181 136，181 136.1 81 136，181 100.0 100.0 100.0 

(6)鉱 産 税

(7)木材引取税

(8)特別土地保有税 3，547 3，547 3.547 3，547 100.0 100.0 

(ア)保 有 分

(イ)取 得 分 3，547 3，547 3，547 3，547 100.0 100.0 

2 法定外普通税
一 自 的 手見 ~91 ，90 Q 1.401 293，301 288，318 994 289，312 98.7 70.9 98.6 99.2 

1 入 湯 手見

2 都市計画税 291，900 1，401 293.301 288，318 994 289.312 98.7 70.9 98.6 99.2 

( 1)土 地 221.366 1.062 222.428 2.18，648 753 219，401 98.7 70.9 98.6 99.2 

(2)家 屋 70.534 339 70，873 69.670 241 69.911 98.7 71.0 98.6 99.2 
3 水利地益税

4 共同施設税

5 宅地開発税

一 旧法 K よる税

合計(ー~三) 3.836，420 4 7，828 3，884，248 3，775，858 30，728 3，806.586 98.4 64.2 98.0 98.3 

国民健康保険税 165，274 7，297 1 7 2，5 71 15 7，699 5，309 163，008 95.4 72.8 94.5 93.7 
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高安 出の状

性質別経費の状況

況

(単位:千円)

昭 末日 4 8 年 度 昭 末日 4 7 年 度

区 分
決算額 (A)

左の うち臨時的なもり了B)差引経常的 左の内訳 決算額 経常収支 左のうち経常 決算額 経常収支

hもの 構(成%比〕 比(鴨)率
決算額 一 般財源 構(成量比} 比(___<JAJ率. 特定財源一般財源 wーw 特定財源 一般財源

1人 件 費 (a) 1，981，150 26，399 1，954.751 206，465 1，748，286 23.2 45.6 1，423，810 1，304，270 25.3 44.3 

2物 件 費 88.1，193 4.670 9，288 867，235 228，033 639，202 10.3 16.7 654，112 427，434 11.7 14.5 

3維 持 補 修 費 68，627 68，627 13，440 5 5，1 87 0.8 1.5 86，631 83，012 1.6 2.8 

4 扶 助
-"・

費‘ 732，230 732，230 584，992 147.238 8.6 3.8 487.816 41.713 8.7 1.4 

5補 助 費 等 758，053 283，949 474，1 0 4 56，800 41 7，304 8.7 10.9 382，388 279，625 6.8 9.5 

内 "(1) 一部事務組合負担金 73，444 60，387 1，3，057 13，057 0.8 0.3 6.1 7 0 6.1 70 0.1 0.2 

訳 (2) そ の 他 684，609 223，562 461，047 56，800 404，247 8.1 10.6 376，218 273，4 5 5 6.7 9.3 

6 公 債 費 313，430 31 3，4 30 1 1.238 302.192 3.7 7.9 241，579 233，250 4.3 7.9 

内 (1 ) 7c 矛リ 償 還 金 280，748 280，748 1 1，238 269，510 3.3 7.0 241，579 233，250 4.3 7.9 

訳 (2) 一時借 入 金利子 32，682 32，682 32，682 0.4 0.9 

7積 立 金 80，916 10，916 70，000 0.9 103，013 1.8 

8投資及び出資金 ・貸 付 金 58，603 23，881 34，722 0.7 28，081 0.5 

9繰 出 金 268.653 8，985 259，668 3.2 97，267 1.7 

10前 年 度繰 上 充 用 金

計 (1--10 ) 5，142，855 48，452 6.84，026 会，410，3771.1 0 0，968 3，309，40_ 9 60.3 86.4 3，504，697 2，369，304 62.4 

11投 資 的 五圭 費 3，383，687 2，318，701 1.064，986 39.7 2，11 5，341 37.6 司._ 、 、一・ < .. ' ~ .. . ~ 
、，
‘ ，一

.........・H

う ち人件 費 (b)

(1 ) 普通建設事業費 3，381.011 2，318，701 1，062，310 39.7 2.1 07，005 37.5 • .・ ・ .咽 、........;....

うち単独事業費 2，553，425 1.518，972 1，026，963 29.9 1，501，841 26.7 
‘・ 2 ・'...・ ・日 .._ ・ ー “ ， .-・ 司句

(2) 災害復 旧 事業費 5，447 0.1 

(3) 失業対策事業費 2，676 2，676 2β89 

歳 出 メ口』 言十 8，526，542 2.36 7.153 1，749，012 4，410，377 1，1 0 0，968 3，309.4 0 9 100.0 5，620，038 2，369，304 100.0 
ー
うち人件 費 (a)+(b) 1.981，150 26，399 1.94.9，921 201.635 1.748，286 23.2 1.423，810 1.304，270 25.3 

~ -， -

歳 出 構 成 比 ( %) 100.0 27.8 20.5 51.7 12.9 38.8 100.0 42.2 
ー・ ー

A
U寸



普通建設事業の状況

(単位千円)

財 源 内 訳

区 分 決 算 額
国庫支出金 都支出金 地 方 債 その他特定財源 一般財源

総 務 費 51，386 51，38 6 

民 生 費 1 58，66 7 1 2，5 4 5 4 0，7 7 1 23，900 81， 4 5 1， 

衛 生 費 90，ろ 02 1 6，52 9 21，000 38.000 1 4，7 7 3 

土 木 費 68 0，1 97 6，000 4只886 29，000 29，090 566，221 

;南 防 費 ス652 1，060 3.000 ろ，592

教 育 費 2，ろ92，807 2 7 6，1 1 5 1， 03ス605 7 34，2 0 0 344，887 

メ口入 計 ろ，381， 011 3 1 2，249 1， 1 4只262 8 28，1 0 0 29，090 1，0 62，3 1 0 
J 
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也
I
守
E
A 方 債 現 在 宮

山一
の 状 ;兄

(単位 :干円)

区 分
|昭和 47年度 昭和 48年度 昭和 48年度元利償還額 ⑬の財源内訳」差引現在l即 ⑥ ιぅ甘 ⑮の 借 入先・別内訳 !
末現在高③ 発行額③) 元金 C 矛リ 子 言十

。、 特定財源 税等 |@十⑮コ~'f?2 交付公債牙 政府資金 その他

1 - 般 公 共 事 業 債 2 9，8 81 1，994 1，925 3，919 3，919 27，887 26，4 82 1，4 0 5 

2一 般 単 独 事 業 債 23.4 86 32，000 3，4 51 1，471 4，922 4，922 52，035 1 5，324 36，711 

3公営住宅建設 事業債 123，841 2，389 7.581 9，970 9，970 1 21，4 5 2 121，452 

4義務教育施設 整備事業債 1，1 72，058 60 5，200 89，4 9 4 7 7，4 6 2 166，956 1，268 16.5，6 s8 1，687，764 699，664 988，1 00 

5辺 地 対 策 事 業 債

6産業廃棄物処理 事業債

7 災 害 復 |日 {責

(1)単独災害 復 旧 事業債

(ア)単独災害復旧事業債(除必え

(イ)元利補給付小 災害債 -、
(ワ)歳 入欠かん 等債

(エ)火 災 復 旧 事業債

(2)補助 災 害復 旧 事業債

8 一 般廃 棄物処理 事業債 374，594 38，000 27，659 22.428 50，087 50，087 384，935 345，4 35 39，500 

9厚生福 祉施設 整 備 事業 債 54，748 16，900 2，435 3，519 5，954 5，954 69，213 69.213 

10 公 共 用 地 先行取得 事業債

11市町村 民税臨時減税補 てん 債

12退 職 手 当 債 . 
13転 貸 債

14過 疎 対 策 事 業 債

15 国の予算貸付 ・政府関係機関貸付債

(1 )転貸 K よ る も の

(2)そ の 他

16 同 手口 対 策 事 業 債

(1 )法第 10条 K よるもの

(2)そ の 他 の も の

1 7 者日 道 府 県 貸 付 金 526，735 136，000 6，798 32，14・1 38，939 38，939 65 5，937 65 5，937 

18 そ の 他

合計 ( 1 '"'-' 1 8 ) 2，305，343 828，1 00 134，220 146，527 280，747 1 1，238 ~ 69，509 同，999，223 11，277，570 1，721，653 

上記のうち交付公債の直轄事業負担金
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地方債借入先男IJ及び利率見11現在高の状況
(単位:ffJ ) 

十 一i \入\先~利\ 率 昭如47年度
昭和48年度 昭和 48年度 差引現在高 ⑬ の 利 率 月リ 内 訳

末現在高③ 発行額 ⑧ 償還元金額。 ⑧+⑮-(0 
6. 3 %以下 6.5 %以下 7.3%以下 7.4冊以下 7. 6 %以下 8.0 %未満 8.0 %以上。i

1 政 府 資 金 1，1 70，4 7 6 154，1 00 47，006 1，277，570 111，503 1，011，967 154，1 00 

(1)資 金 運 用 昔日 749，145 54，900 37，808 766，237 94，733 616，604 54，900 

内 f( ア~)(イ)及び(ワルL外
395，776 10，823 384，953 89，205 295，748 

内 のもの

厚生年金保険
1 

(イ)積立金還元融 353，369 54，900 26，985 381，284 5，528 320，856 54，900 
資によるもの

訳 (ワ)国民年金の特別
訳 融資によるもの

(2) 簡 易 保険 局 421，331 99，200 9，198 511，333 16，770 395，363 99，200 

2 公営企業金融公庫

国の予算貸付・政

3 ?庫 関係機関塁話ノム¥ 戸局~ 1人L 当来!(; メス、

を除く)

4 市 中 安良 行 592，800 535，000 77，200 1，050，600 435，800 79，800 535ρ00 

5 その他の金融機関

6 保 険 会 社

百了7 交付公債
(1) 直轄事業負担金

i訳 (2) そ の 他

8 市 場 公 募 債

9 共 済 m よロ』 6，628 1，592 5，036 5，036 
(恩給組合を含む)

10 外 国 債

11 そ の 他 535，439 139，000 8.422 666，017 146，080 51 9，937 

合計 (1'"'-'11)⑤ 2，305，343 828，1 00 134，220 2，999，223 25 7，583 1，531，904 440，836 233，900 535.000 

証書借入分 1.712，543 293，1 00 5 7.020 1，948，623 25 7，583 1，531，904 5，036 154，1 00 

証券発行分 592，800 535，000 77，200 1，050，600 435，800 79，800 

う ち登録債 592，800 535，000 77，200 1，050，600 435，800 
ー一
79，800 535，000 
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一併会計各教。節男I1決事務一言表(支出済漁)

(単位:円)

なす久之 議会費 総務費 民生 費 衛生費 労働費 農業費 商工費 土木 費 消防費 教育費 公債費 予算額

1報 酬 297240，OCO 3，164，340 4，358，500 2，484，000 12，500 22，500 4，208，000 13，985，000 58，454，000 57，474，840 
2給 料 イ1，853，375 266，752，273 179，024，476 71，906，422 1，132，500 10，082，900 2，077，800 60，811，886 268，338，572 872，293，000 871，980，204 
3職員手当等 27，886，830 324，692，712 165，926，258 72，803，190 1，118，335 ヲ，825，736 2，178，181 56，642，458 234，001 ，851 896，960，000 895，075，551 
4共 済 費 3，154，970 48，128，955 17，585，485 7，262，819 110，826 984，618 237，583 5，947，240 26，032，863 109，744，000 1 09， 445 ， 359 
5災 害補償費 ， 76，966 77，000 76，966 
6恩給 及 び

i艮職 年 金

7賃 金 2，243，600 4，884，050 3，300，000 21，000 5，752，200 ヲ，156，370 26，699，000 25，357，220 
8報 {賞 費

. 
15，868，377 16，625，885 1，856，200 29，400 383，000 240，400 186，120 2，889，270 20，405，049 59，615，000 58，483，701 

9旅 費 2，347，996 2，715，502 717，020 100，450 12，760 533，370 23，910 341，780 445，490 3，185，275 12，097，000 10，423，547 
1 0交 際 費 979，437 2，146，810 129，00口 79，560 441，090 4，075，000 3，775，897 
1 1需 用 費 4，591，582 66，642，835 46，420，827 43，448，277 151，548 1，428，107 124，773 20，594，762 4，410，156 144，662，880 160 340，457，000 332，475，907 
1 2役 務 費 22，275 18，484，959 5，019，893 4，315，870 31，365 25，880 89，406 121，049 11，751，703 3，773 44，873，000 39，866，173 
1 3委 託 料 1，240，782 42，263，077 44，086，081 197，722，304 300，000 513，700 170CO，000 136，287，076 54，554，000 66，748，378 649，592，000 644，715，398 
1 4使用車販噴借料 9，980 4，381，142 264，730 21，020 34，500 29，690 41，000 7，641 9，970 4，974，697 10，697，000 9，774，370 
1 5工 事請負費 65，645，500 127，667，000 98，760，000 194，254，300 2，912，000 824，316，500 1，328，978，000 1，313，555，300 
16原材料 費 273，510 423，420 221，370 1，514，479 9，039，800 4，077，275 15，937，000 15，549，854 
1 7公有財産購入費 4，568，155 598，078 1 ，439，101 ，970 1，448，359，000 1 ，444，268，203 
1 8備品購入 費 339，060 13，110，516 14，069，535 4，045，985 15，600 29，200 3，800 2，151，480 9，166，880 144，604，2&9 188，997，000 187，536，305 
1 9 負担金補助及び
交 付金 330，000 98，724，108 8，341，772 280，913，827 1，583，863 8，539，446 6，326，596 4，730，181 1，097，905 25，373，887 449，592，000 445;961，585 
20扶 助 費 725，013，574 る75，000 7，218，105 735，459，000 732，906，679 
21貸 付 金 2，978，000 0，000，000 26，500，000 39，500，000 39，478，000 
?2補償補瑛及ーび
賠償金

14，609，233 7，772，087 592，000 23，308，000 22，973，320 
23 償 還金利子及び
割 引料

6，470，485 29，189，850 313，430，387 351，321，000 349，090，722 

24投資及び出資金 510，000 592，800 15，000，000 3，000，000 21，530 19，153，000 19.124.330 

25積 立 金 80，915，588 80，916，000 80，915，588 
26寄 付 金

27公 課 費 397，500 20，000 25，000 5，000 30，000 20，000 528，000 497，500 
28繰 出 金 209，078，000 16，873，000 242，633，000 488，584，000 468，584，000 

予 イ庸 費 107，778，000 

L全 言十 山 96，28111，矧，脳，14311，3仰仰)6 1801，702，734 rω 313，434，320 8，364，043，000 
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一般会計給与昏 明紘 重主
Eヨ

(単位 ・千円)

2.総務 費

3.民生費

4.衛生費

5.労働費

算 科目

項

会 費

1.総務管理費

2:徴税費

五戸籍住民基本台帳費

4選 挙

5統計調査費

6.監査委員費

1.社会福祉費

2.児童福祉費

5生活保護費

1.保健衛生費

2清- 掃

費

一
費

策一
一

切
誌
づ

一
岩
間

対一業
一
働

失
一
労

4
L
一

円

ζ

費

費

職 員

特別職

3 0人

3 0 

395 

6 1 

5 

329 

2 

200 

1 0 7 

1 1 

什
一
日
一
日

2 

数

一般職

?人

9 

203 

100 

46 

4 9 

5 

3
一
山
一
川
一
山
一

9
一
M
一
日
一
川
一

1
一
ー

報酬

29，240 

29，240 

3， 1 6 4 

220 

4 5 

8 

8 

2，4 8 4 

2，484 

-46一

与給

給料

11， 853 

11，853 

266.752 

1 4 0.0 68 

54，954 

hl14  0 

5.700 

4，8-9 0 

1 79，024 

50，344 I 

119，514 

9，1 6 6 

71，906 

2 0，6 4 3 

51，26 3 

1， 1 3 3 

1， 1 3 3 

1 0，0 8 3 

1 0，0 8 3 1 

費

職員手当等 | 計

2ス88 7 1 6 8，98 0 

2ス887 1 6 8，98 0 

324，6 9 3 I 5 9 4， 6 0 9 

1 9 9，04 0 13 39，328 

5μ981 1• 0 ス 697
5ω8  0 11 1ス820

1 1， 5 5 3 I 1号o7 4 

538 

4722 1 1引 52

1 65， 9 2 6 13 4 9. 3 0 9 

4ス59 4 11 0 0， 3 4 1 

1 0 9，152 123は202

q1 8 0 1 18，766 

7 2，8 0 3 11 4 4， 7 0 9 

19， 8 0 3 1 4 0， 4 4 6 

5 3， 0 0 0 11 0 4， 2 6 3 

1， 1 1 8 

1， 1 1 8 

2，2 5 1 

2，2 5↑ 

引826

矢826

之
U

一

Z.v

n
y
一

n
y

zJ
一

之
):
 

ηノ
』

円
ノ

ι

門
ノ

ι

つ』

共 済費 |合 計!

72.1 35 I 

5，1 55 しこ2，13~J 
4 8，1 2 9 ! 6 4 2， 

55，72 9 I 3 7 5， 

5， 3' 7 2 11 1 3， 0 6 9 

5，990 け 23，8 1 Q 

55 7 I 1矢631 I 

| 538 i 
481 I 1 0，6 3 3 

1ス585 げ 66，894

4，878 11 0 5，2 1 9 

11810|242，O12i 

1M65 1 

ス2631151， 972 I 

4 2.4 6 0 i 

3，1 5 5 

897 

2，0 1 4 

5，24 9 I 1 0呪512

i

i

 

A

}

f

d

l

g

 

A

E

I

A

f

a

 

4
1
E

，
a
q『

t

2，362 

2.362 

985 

985 

23，378 



(単位・千円)

計|
予 算 科 目 勝ぜ 貝 数 給 与 費

三f土¥ 済 費 ム仁I

款 項 特 1HJ 職 一 般 職 報 間i 給 料 職員手当等 計

|ス商工 費 3人 2人 1 2 2，0 7 8 2.1 7 8 4，268 237 4，505 

!I t商 工 費 z 3 2 1 2 2，078 2，1 7 8 4，268 237 4，505 

8.土木 費 2D 53 '2 3 6 0，8 1 2 5 6，64 3 1 1ス478 5，947 1 2 3，42 5 

t土 木 管 理 費 1 2 1 1， 3 5 5 1 0，6 0 5 1， 1 1 2 2 3，0 7 2 

2ィ道 路 橋 梁 費 28 3 4，1 6 3 31， 515 6 5，6 7 8 3，337 6矢015

5都 市 計 画 費 20 1 3 2 3 1 5，2 9 4 1 4，52 3 29，840 1， 498 3 1， 3 3 8 

! 4;往 宅 費

呪消防 費 5 1 8 4，208 4，208 4，2 0 8 

1.消 防 費 518 4，208 4，208 4，2 0 8 

1 0 教育 費 206 232 13，985 2 6 8，3 3 9 2 3 4，00 2 516，326 26，033 5 4 2，3 5 9 

1.教 z円t司 総 務 費 5 2 0 1， 1 9 4 2 8，4 2 8 2 6，1 2 1 5 5，74 3 2，752 5 8，4 9 5 

2ノ1" 学 校 費 7 1 128 ス500 1 4 6，0 0 5 1 2 1， 6 9 6 2 7 5，2 0 1 1 4，2 4 8 
〆

3.中 ー，主ゴ診ー 校 費 2 7 2 0 2，802 2 3.6 0 5 1呪668 46，075 2，222 4 8，2 9 7 

4幼 稚 園 費 8 25 768 2ス82 1 2 3，5 1 8 5 2，1 0 7 2，665 54，772 

5社 会 教 =円t可 費 7 5 3 2 1， 2 6 1 3 3，9 5 0 3 3，733 6 8，944 3，318 7 2，2 6 2 

ト
6:保 健 体 =同t 費 2 0 7 460 8，5 3 0 9、266 1 8，2 5 6 828 1只084

-@- 計 1， 403 745 57，475 871， 980 8 9 5，0 7 6 1， 8 2 4，5 3 1 109，445 1， 9 33，976 

~ 壬当~ -.-ム 、f. 〆『、ー.~・7 ， 、三ι二 三ιー =乙 、r... A r、r、r、r、 tI::才 二圭ι =乙 、r... O r、ー，

職員手当等の内訳

特殊勤務手当 9，39 1 住居手当 26，469 
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基金の運用状況



。 基金運用状況

地方自治法第 2 4 1条第 5項の規定に基づき、公益質屋基金 e用品調達基金 e土地開発基金およ

び国民年金印紙調達基金の昭和 48年度における運用状況について報告します。

昭和 49年 11月

日野市長森田喜美男



昭和48年度日野市公益質展基金運用状況書

1.基金
ノ

基 金 の 疋炉ム? 額 8，0 0日百戸町
前現 2. 現 金 2，3 4 0，3 5 0 

年 在
度
3. 在 庫 金 額 5，6 5ヌ650

末高 4. 基金 総 額 2 + 3 8，0 0 0，0 0 0 

利子収入金パ額 1，6 4 0，8 3 4 
本
本年度 流質売却利子相当額 1 1 5，7 7 0 

年 5. 
収入金額 流質売却手数料 43，780 

度
そ の 他 1 0 8，7 2 6 

主主
6. 欠 損 処 分 。

用
1 本年度 末 現 金 8，0 0 0，0 0 0 

状
色 ~

， 8. 在 庫 金 額 。
75G 
9. 基金総額 7十 8 8，0 0 0，0 0 0 

昭和 48年日野市条例第 24号(日野市公益質屋の設置及び管理に

関する条例を廃止する条例)により 、本年度で公益質屋が廃止と左

り基金の 8，0 0 0， 0 0 0円は一般会計で、繰入した 。
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昭和 4.8年度目野市公益質屋基金運用状況表考資料

1 基金運用状況

年 度 貸 付 金 弁 済 金 末日 子 流質元金 流質物処理 月平均在庫高

昭和 48年度 引242.450円 1 3，何日50円 1，640，834円 964，750円 1， 1 24，300円 4，035，1 71円

昭和 47年度 20，960，300 2，0844，050 2，249，696 1，01 2，900 1， 1 58，900 6，4 3ス629

増 減 額 ム11，71ス850 ム6，906，700 ム.608，862 ム48，150 ム.34，600 ム2，40 2，4 58 

増 減 率 ム44% ム6.7% ム.7.3% ム呪5% ム1% ム63% 

2.在庫金額 3. 現 金

在 前 年 度末現在高 (1) 5，6 5矢650円 前年度末現金有高 (1) 2.3 4 0.3 5 0円!
現 ー一

本年度貸 付高 (2) 引24 2，4 5 0 基 金 繰 入 局 (2) 。
一一一

庫 けi1(4Aド主7本年質年度弁済高

(3) 1 3，93ス350

処分高 (4) 9 6 4，7 5 0 

高 度末在庫高 ①+②-@ー④ 。

流質処分繰入高 (3) 96 4，750 

金
貸付高対弁済高差引高 (4) 4，694，900 

(B)本年度末現金有高 iMゆ続。山口
本年度 在 庫増加高 。

4.基金

ω0+  (B) 8，0 0ωo  0 = 8. 0 0 O. 0 0 0円|
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収入額

支出額

翌年度繰越額

回転数

昭和48年度用品静達基金運用報告書

54.43 3.84 0 

内訳 前年度繰越金

払出回収金

51.609.443 

内訳

現金

在庫

未払金

前年度未払金

支払額

2.824.397 

6.1 5令398

2.983.795 

4.7 6 2.090 

49，67 1，7 5 0 

ろ，990，6 03 

4ス61 8，840 

(単位:円)

(現金+在庫)-未払金==6，0 0 0，0 0 0円

支払額-:-6，0 0 0，00 0 ==ス94回転
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昭和 48年度用品調達基金 運 用状況

1 月別運用状況 (単位:円)

民
収 入 支 出

現 金
執 行 額 未 収 金 在 庫 之にhI 計 執 行 額 未 払 金 βに才』 計

4 ，7.762.7もA 。 2.333.326 1 s，.o 9 6， 0 8 7 6，33 0，1 9 9 7 6 5，8 8 8 ス096，087 1，4 3 2，5 6 2 

5 1 3， 7 S 3"，Q 4 9' 。 ~; 4 O 6，2‘5ヌ ;1 1ス219，306 8，8 1 6，55 3 2，40 2，7 5 3 11， 219，306 

6 1 6，2 6 9，59 2 。 3，0 78，1 7 3 1引347， 765 1 1，6 8 8，1 2 2 1，65呪643 1 3，34ス765 4，5 8 1，4 7 0 

7 1 6，4 8 9，45 4 2，5 4 4，5 2 4 3，6 4 8，4 3 4 2 2，6 8 2，4 1 2 1 4.6 6 0，5 7 5 2，0 2 1，8 3 7 1 6，6 8 2，4 1 2 1，8 2 8，8 7 9 

8 1史o3 3，978 1， 6 0 8，0 5 7 4，4 2 9，3 3 7 2 5，0 7 1， 3 7 2 1ス464，9 1 0 1， 6 0 6，4 6 2 1 9， 0 7 1， 3. 7 2 1，5 6 9， 0 6 8 

9 2 1， 8 9 2，8 7 7 。 4，54 4，9 2 0 26，4 3ス79 7 1 9，0 5 8，7 8 9 1， 3 7 9，0 0 8 2 0，4 3ス797 2，8 3 4，0 8 8 

じ工 2山 ω7 1， 1 3 5，5 9 0 4，2 5 0，9 6 2 30，94 2，6 29 2 1，7 0 4，9 6 6 3，23ス663 2 4，94 2，6 2 9 3，8 5 1， 1 1 1 

2ス96 8，4 7 9 2，5 9 2，3 7 9 3，556，648 3 4，1 1ス506 2 5，5 5 1， 7 6 3 2，56 5，743 2 8，1 1ス506 241- 3 Ff F 23P5261 1， 5 8 8，6 3 0 4，33 2，6 6 5 3 8，3 1 4.5 5 6 3 1，2 9 2，2 6 6 1， 0 2 2，2 9 0 3 2，3 1 4，5 5 6 1， 1 0 0.9 9 5 

8，9 36，53 6 749，812 4，2 1 9，6 0 0 43，905，948 3 5，8 4 5，3 0 6 2，06 0;6 4 2 5ス90 5，9 4 8 3，0 9 1，2 3 0 

5.68 5，1 5 4 2，4 7 9，3 7 7 4，5 0 8，3 5 6 5 2，6 7 2，8 8 7 4 1， 7.8 4， 0 3 0 4，88 8，8 5 7 4 6，6 7 2，8 8 7 I ろ，90 1， 1 2 4 

4_. 4 3 3， 8 4 0 I 。 6.1 5 9，3 9 8 6 0，59 3.2 38 5 1，6色3，843 2，983，795 5 4，5 8 7， 6 3 8 2，8 2 9，9 9 7 
'--

(在庫

現金

金

金払

基

未
8

7

 

マ
f

n

y

z
J
n
y
 

o
'
u
Oム

F

h

J

η

/
』

4
1

Q
U
 

/
O
η
/』

6.000‘000 
)二 5，60o(余剰金)

2，983.795 

2. 年度末における基金の状況

収

執行額忌収金|在

支

執行額|未払金|合

出

計 計 過不足
現 金

5 4，4 3 3，84 0 016， 1 5 9， 3 9 8 j6 0， 5 9 3， 2 3 8 15 1， 6 0 9， 4 4 3 ¥2，9 8 3， 7 9 5 I 5 4，5 9 3， 2 3 8 I呪398 Iム3，798
この表は余剰金(5，6 0 0円)をろ月 3 0日一般会計へ繰出し済のものです。
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昭和48年度 過不足調書

(単位:円)
r 

口仁口才 名 規 格 単位 単価 数量 金 額

セ ロ アー プ 1 2劣 巻 6 0 4 0 2，4 0 0 

千 枚 通 し 個 5 0 6 300 

タ イ プ用紙 冊 1 5 0 9 ム1，35 0 

中 質: 紙 〆 1，78 0 7 ム12，4 6 0 

直 疋炉主ー，
規 ろOcz孔 枚 4 0 9 360 

ノ チューブ f固 2 0 2 6 520 

フ ア イ ノレ 水 枚 2 5 3 0 ム750

仏 儀 袋 枚 6 0 ム60 

鉄 筆 本 4 5 2 0 

ノ〈 ケ ツ 8ι f固 1 3 5 ム13 5 

緩 紐 系自 東 1 5 3 1 3 

綴 込 表 紙 B4S 組 1 3 0 2 4 3， 1 2 0 

タ ワ 1ン 大 f固 4 8 7 336 

f筆 光 戸目2己 40WFLR 本 228 ム228

布 巾 枚 3 0 4 2 1，26 0 

計 ム3，7 9 8 I 
※ いずれ も台帳登記数と在庫数との比較である。
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土 山
出
I申
1
4 開 発 基 金

(単位:円)

左 の 内 訳 左の 内訳
決算年度 決算年度

決算年度末の基金の内訳

前年度末
決算年度

決算年度末
決算年 決算年度

土地取
中の基金

度中の 中の土地 中の運用 中の基金 土地取 土地取得事
土地 得事業 運用 一般財源 運用収益 土地売 取特得別事会計業 土地

得特事別業会
土地

業へ特貸付別会計 運用基金の額 特別会 増加額
基金の額

却収入
対象額 運用額 取得額 中の

保有額 言十へ貸 残額 積立額 積立額
額

貸付金回
F(A十B G( f+g) 

取得額
言十への H もの

残額

A( a十b十c) a 付中のi c !I BC d.1トe)I d e C(A十B) 収額
f 貸付額 ( a-D+f) I(b-E J(F---G) 

もの D E 
+D+E) +g) 

b I1 
g 

123，654，000 。 。~ 23，654000 ' 8 ，985f 1.00 8，985，100 。132，639，100 。 。132，639，100 。 。 。 。 。132，639，100 
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'¥ 

' 

昭和48年度目野市国民年金

印紙調達基金浮用状況報告書

1.総括表
昭和 49年 5月 3 1日現在

--------------
金 額 f蒲

基金の額 6，0 0 0.0 0 0 
円

前年度印紙 4，5 6 1， 3 6 0 
繰越残額

印紙購入
8 6，23 0，0 0 0 

執行状況

印紙売捌き 8 8，5 7 5，2 5 0 
執行状況

印紙残額 2，2 1 6，1 1 0 

預金残額 3，78 3，890 

1 ) 基金の額二印紙残額十預金残額

6，000，000 2216，110 3783890 

考

前年度印紙印紙購入 印紙売捌き
2) 印紙残額二 ( 一

繰越残額執行状況 執行状況

2216，110 . 4561，360 86230，000 88575250 

ろ) 預金残額二基金の額一印紙残額
3783890 6ρOOPOC 2216，110 

2. 前年度基金繰越額

内訳

基金の額 | 印 紙

6，0 0 0，0 0 0 4，5 6 1， 3 6 0 

(単位・円)

現金

1， 4 3 8，6 4 0 

3. 執行状況(月別)
(単位-円)

----------印紙購入状況 印紙売り捌き状況

4月 史57 5，0 0 0 1 0，8 0ス230

5月 3，4 5 0，0 0 0 5，3 5 0，5 0 0 

6月 8，2 0 0，0 0 0 ス63 4，90 0 

7月 8，1 7 5，0 0 0 6，3 2ス000

8月 ろ，09 0，0 0 0 1， 8 9 1， 0 5 0 

?月 2，0 0 0，0 0 0 4，1 3 0，5 0 0 

1 0月 3，5 0 5，0 0 0 4，7 1 1， 1 0 0 

1 1月 3，52 5，0 0 0 1， 3 1 3，3 5 0 

1 2月 2ス10 0，0 0 0 23，9 1 6，8 0 0 

4 9年 1月 4，0 0 0，0 0 0 6，6 5 5，0 5 0 

2月 スo0 0，0 0 0 5，7 2 1，2 5 0 

5月 1 0，0 0 0，0 0 0 1 0，1 1 6，5 2 0 

if 計 8 6，2 3 0，0 0 0 8 8，5 7 5，2 5 0 

4 回転数

印紙賭入執行÷基金の客員二回転

86230000 6000000 1437 

1 4.37回転

-54ー



5.印紙種別残高

内訳

印紙種類

1 0 (円印紙)

1 {] 0 

55u 

900 

5，00 0 

企仁hI 計
L一一ー

印 紙残高

2 0 1 (枚)

26 

92 

3 0 1 

378 

998 

金 額

2，0 1 0 (円)

2，6 0 0 

5 lOl，o 0 0 

2 7 0，9 0 0 

1，8 9 0，0 0 0 

2，2 1 6，1 1 0 

r 

' 
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